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専門職大学院の実態調査の結果概要

１．入学者選抜の状況等

（１）入学定員の充足状況等

＜定員充足率＞

１．平成21年度の全体の定員充足率は、０．９２（定員割れ：41/83専攻 、平成18）

年度から、定員充足率は１．０倍を下回り、以降はほぼ横ばい。

〔分野別の充足率（定員割れの専攻数 〈うち0.5未満の専攻数 〕） 〉

ﾋﾞｼﾞﾈｽ･MOT ０．９１(14/31専攻〈4専攻〉) 会計 ０．８６(9/17専攻〈2専攻〉)

公共政策 １．０３( 4/ 8専攻〈1専攻〉) 公衆衛生 ０．９６(2/ 3専攻)

知的財産 １．２７( 0/ 2専攻) 臨床心理 １．１０(1/ 5専攻)

その他 ０．７８(11/17専攻〈2専攻〉)

２．定員割れの専攻のうち、開設以来(開設1年以内は除く)２１専攻（２６％）で定員

割れが継続。

〔分野別の内訳〕ﾋﾞｼﾞﾈｽ･MOT７専攻、会計２専攻、公共政策２専攻、その他１０専攻

３．また、大学院大学(16専攻)のうち、11専攻(73％)が定員割れ、うち10専攻(63％)

は開設以来定員割れが継続（10専攻の内訳：ﾋﾞｼﾞﾈｽ･MOT4専攻、その他6専攻 （な）

お１専攻については平成21年度から学生募集停止 ）。

＜競争倍率（受験者/合格者）＞

１．全体の競争倍率は平成１６年度から１．５倍程度でほぼ横ばい。

２．平成２１年度の全体の競争倍率は１．５３。

〔分野別の競争倍率（全体平均倍率以下の専攻数 〕）

ﾋﾞｼﾞﾈｽ･MOT １．４９(21/31専攻) 会計 １．３３(12/17専攻)

公共政策 １．７４( 3/ 8専攻) 公衆衛生 ２．０３( 0/ 3専攻)

知的財産 １．１８( 2/ 2専攻) 臨床心理 ２．５３( 0/ 5専攻)

その他 １．０７(17/17専攻)

＜定員未充足の状況＞

（未充足割合の内訳）

１．平成21年度の定員未充足の専攻数の割合は、全体で４９．４％

２．分野別では、公衆衛生の定員未充足の割合が一番高く(66.6% 、次にその他(64.6）

%)、一方、知的財産は定員未充足の状況にはない。

〔分野別の定員未充足の割合〕

ﾋﾞｼﾞﾈｽ･MOT ４５．２％(14/31専攻) 会計 ５２．９％(9/17専攻)

公共政策 ５０．０％( 4/ 8専攻) 公衆衛生 ６６．６％( 2/ 3専攻)

知的財産 ０．０％( 0/ 2専攻) 臨床心理 ２０．０％( 1/ 5専攻)

その他 ６４．７％(11/17専攻)
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（設置形態別の内訳）

． 、 、１ 上記の定員未充足の状況を設置形態別にみると 全体で株立が８０％で一番高く

国立が３２％で一番低い。

２．分野別では、ビジネス・MOTの公立・株立、会計の株立が１００％、次にその他

の私立が９０％。

〔分野別の定員未充足の割合〕

ﾋﾞｼﾞﾈｽ･MOT 国立２５％ 公立１００％ 私立５０％ 株立１００％

会計 国立 ０％ 公立 ０％ 私立６１．５％ 株立１００％

公共政策 国立４０％ － 私立６６．７％ －

公衆衛生 国立６６．７％ － － －

知的財産 － － 私立 ０％ －

臨床心理 国立５０％ － 私立 ０％ －

その他 国立 ０％ 公立２５％ 私立９０％ 株立５０％

＜入学者の内訳＞

１．平成21年度における入学者の内訳では、全体で社会人が一番高く(52.3%)、次に

学部新卒(27%)、留学生(10.9%)。

２．分野別では、社会人の割合が一番高いのがビジネス・MOT(72.8%)で、次に公衆衛

生(44.7%)、その他(43.5%)、学部新卒者の割合が一番高いのは臨床心理(61.1%)、

次に公共政策(52.2%)、会計(51.7%)。

〔分野別の入学者の内訳 〕）

ﾋﾞｼﾞﾈｽ･MOT 学部新卒 ８．３％ 社会人７２．８％ 留学生１１．５％ 60歳以上０．９％

会計 学部新卒５１．７％ 社会人２６．８％ 留学生 ４．９％ 60歳以上０．７％

公共政策 学部新卒５２．２％ 社会人３７．２％ 留学生１２．８％ 60歳以上２．０％

公衆衛生 学部新卒２７．６％ 社会人４４．７％ 留学生 ２．６％ 60歳以上 ０％

知的財産 学部新卒４９．２％ 社会人３１．８％ 留学生 ３．０％ 60歳以上３．０％

臨床心理 学部新卒６１．１％ 社会人 ９．５％ 留学生 ０％ 60歳以上０．８％

その他 学部新卒２６．２％ 社会人４３．５％ 留学生２０．７％ 60歳以上２．９％

※ 調査では、重複回答（例：学部新卒者で留学生）を含んでいるため、

合計が１００％を超える分野が存在する。

（２）定員未充足の原因分析や今後の対策

＜原因分析＞

１．全体的な傾向として、ＰＲ・知名度不足の影響、予想以上の入学辞退者、景気の

低迷等。

〔分野別の主要な概要〕

〔ﾋﾞｼﾞﾈｽ･MOT〕

地域内のビジネススクールに対する顕在需要が満たされつつある等

〔会計〕

専門職大学院への修学が公認会計士試験に合格するために必ずしも有効な選択肢

ではないという認識の広がりが影響等

〔公共政策〕

派遣元の地方公共団体に人的余裕がない、入学者の質の確保を優先等



- 3 -

〔その他〕

大学のＰＲ・知名度不足の影響、学費が安く１年間で国家試験受験資格が得ら

れる他の機関(専門学校等)が選択されている等

＜今後の対策＞

１．知的財産、公衆衛生、臨床心理を除き、各分野とも今後の定員充足に向けた対策

について回答。

２．全体的な傾向として、広報活動の強化や説明会の充実による知名度の向上、奨学

金や学費の見直し等の受験者の増加を目的とした対策となっている。また、現在の

定員充足状況に合わせた入学定員の見直しの回答はなし。

〔分野別の概要〕

〔ﾋﾞｼﾞﾈｽ･MOT〕

他の専門職大学院などを見学･ヒアリングして参考にする、海外からビジネス

パーソンを入れ活性化を図る、事前資格認定審査の導入等

〔会計〕

入学試験日の複数日設定、秋入学の実施等

〔公共政策〕

法律科目を筆記試験の必修とはしない等

〔その他〕

夜間･土日の開講、海外大学との連携強化、駅前にサテライト教室を開設等

２．在学者の属性

＜年齢構成＞

１．全体では、２５歳～２９歳(25%)が一番多く、次に２０歳～２４歳(22%)、３０歳

～３４歳(19%)。

２．分野別では、２５歳～２９歳の割合が一番高いのが、その他(34%)、次に公衆衛生

(33%)、会計(32%)、一方、割合が一番低いのが、ビジネス・MOT(17%)、次に知的財

産(21%)。

また、３０代が一番多いのはビジネス・MOT(51%)、次に公衆衛生(36%)。

＜社会人学生の状況＞

１．在学者に占める社会人学生の割合(平成21年3月31日現在)は、全体で６１．９％。

２ 分野別では ビジネス・MOTが一番高く(85.4%) 次に公衆衛生(62%) その他(57%)． 、 、 、

、一方、臨床心理が一番低く(11.7%)、次に会計(28.8%)。

３．社会人学生のうち、引き続き仕事に従事している者は全体で８１％、そのうち自

主的に入学している者は６４％、企業からの派遣は１６％。

４．分野別で、引き続き仕事に従事している者の割合が一番高いのは、知的財産(10

0%)で、次に公共政策(90%)、ビジネス・MOT(84%)。

＜外国人学生の状況＞

１．在学者に占める外国人学生の割合(平成21年3月31日現在)は、全体で９．３％、そ

のうち留学生が８６．８％。

２．分野別は、その他が一番高く(16.4%)、次に公共政策(12.4%)、一方、一番低い

のが臨床心理(1.2%)、次に公衆衛生(2.9%)。

３．外国人学生の地域別の内訳は、アジア(635人)が一番多く、次に北米(28人)、欧州
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(27人)。

４．分野別では、アジアからの学生が一番多いのがビジネス・MOT(335人)で、次にそ

の他(130人)、公共政策(92人)。

３．教育課程等の状況

（１）ディマンドサイドと連携した教育課程・方法の開発や取組状況

＜概要＞

１．各分野とも専門職学課程の基礎となる教育内容・方法等において、関係業界等と

、 、連携した取組が実施されているが 特にビジネス・ＭＯＴや会計の分野においては

他の分野に比べ、コア・カリキュラムの検討、ディマンドサイドのニーズに応じた

講義の開講やインターンシップ等への取組等を推進 【実施(回答)状況40％】。

〔分野別の概要〕

〔ﾋﾞｼﾞﾈｽ･MOT〕

企業側からの教員派遣による講義の提供や企業が行う研修等の大学教員の参加

等の人的交流、産業界や他大学と連携した教育・研修プログラムや教材開発の実

施、海外とのインターンシップ・プログラムの共同開発の実施、コア・カリキュ

ラムの検討、寄附講座の開設等

〔会計〕

他大学と連携したコア・カリキュラムの検討、監査法人へのインターンシップ

の実施、公認会計士協会と共同した教育課程・方法等の開発、地方自治体職員の

研修のための授業科目の開講等

〔公共政策〕

行政機関と連携した調査・講演会等の実施、学生が企業や団体が抱える課題の

解決策を共に検討する授業の実施等

〔公衆衛生〕

協力病院における研修会の実施、協力病院と連携した教材開発の実施等

〔知的財産〕

日本弁理士会と共同研究講座を開催して教育方法の開発等を実施、学生のイン

ターンシップ経験を元にした教育モデルの開発等

〔臨床心理〕

日本臨床心理士資格認定協会や関係大学等と連携した意見交換会実施等

〔その他〕

産業界と連携した意見交換会・シンポジウムの開催、外部有識者(企業､研究機

関､行政機関等)からなる学内会議を設置、企業や団体と連携したビジネスプラン

の構築、産学協同のプロジェクト科目を開講等

（２）教材開発の取組状況

＜概要＞

１．各分野とも教育の質を確保するために重要な役割を担う、教材開発への取組が行

われているが、特にビジネス・ＭＯＴでは、他分野に比べ、海外大学や産業界等の

国内大学以外との連携による教材開発を推進 【実施(回答)状況27％】。

〔分野別の概要〕

〔ﾋﾞｼﾞﾈｽ･MOT〕

海外大学と教材開発、産業界と連携したケース教材の開発、独立行政法人との共

同で教材の開発
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〔公共政策〕

学生向けのハンドブックの作成等

〔公衆衛生〕

他大学と教材開発等

〔知的財産〕

他大学と教材開発等

〔その他〕

モジュール学習（短時間の反復学習を基本にした学習）の学習ガイドを作成等

４．教員組織の状況

（１）ダブルカウントに関する取組や考え

＜概要＞

１．各分野とも当初よりダブルカウントなし、既に解消済、或いは今後計画どおりに

解消予定との回答がほとんど、暫定措置終了に向けた計画的な対応を推進。

２．このため、ダブルカウント解消の影響についての記述はほとんどないが、６専攻

より博士後期課程とのダブルカウント解消の影響について懸念の意見あり。

〔ﾋﾞｼﾞﾈｽ･MOT〕

理論と実務の架橋を実現するためには、研究と教育、複数の課程間のシナジー

の最大化が重要。さらに博士課程の研究指導を行わない教員を専門職大学院に特

化して配置することは問題があり、関係規定の見直しが必要。

将来のMOT研究者を育成していく上で （専門職大学院の教員が）理工学研究科、

等の博士課程の指導を行うことが重要。

暫定措置が解消されれば本研究科の専攻の継続が問題となる。欧米のビジネスス

クールには博士課程が設置されており、国際的な競争力を考慮すると我が国でもそ

の必要性は高い。暫定措置の継続を強く希望。

〔公共政策〕

ダブルカウントを前提として教員を配置。

〔公衆衛生〕

専門職大学院と博士後期課程を接続させ、(専門大学院から専門職大学院に移行)

ダブルカウントとは捉えていない。博士後期課程を教授する教員がいなくなると、

本大学院は存続が困難。

〔臨床心理〕

後期博士課程は、専門職大学院の専任教員による研究指導が最も望ましく、動

向を見守りながら検討。

＜ダブルカウント教員の状況＞

１．ダブルカウント教員の割合は、全体で１２．２％。

２．分野別では、知的財産が一番高く(34.6%)、一番低いのがその他(8.4%)。

〔分野別の入学者の内訳 〕）

ﾋﾞｼﾞﾈｽ･MOT（１０．１％） 会計（１０．２％） 公共政策（２３．１％）

公衆衛生（１５．９％） 知的財産（３４．６％） 臨床心理（２２％）

その他（８．４％）

※ ダブルカウント教員･･･専門職大学院設置基準附則第２項の規定により、学内の他の学部

又は大学院の専任教員の数に算入する者
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（２）専任教員に占める実務家教員の割合状況

＜概要＞

１．全体の専任教員数は１，３１５人、うち実務家教員は６５１人(４９．５％ 。）

〔分野別の専任教員に占める実務家教員の割合〕

ﾋﾞｼﾞﾈｽ･MOT ５６．２％(３１３/５５７) 会計 ４５．５％(１１６/２５５)

公共政策 ３２．３％( ４２/１３０) 公衆衛生 ４２％ ( ２９/ ６９)

知的財産 ６５．４％( １７/ ２６) 臨床心理 ４３．９％( １８/ ４１)

その他 ４８．９％(１１６/２３７)

２．実務家教員が７割を超えるのは９専攻（１１％）

ﾋﾞｼﾞﾈｽ･MOT６専攻、会計、知的財産、その他各１専攻

３．４専攻は９割超、うち１専攻は１０割（すべて実務家教員）

ﾋﾞｼﾞﾈｽ･MOT３専攻、その他１専攻(10割）

（３）ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）の実施状況

＜概要＞

１．全専攻においてＦＤへの取組を実施しており、全体的な取組の傾向としては、学

生による授業評価が一番多く(96％)、次に講演会の実施(69％)となっている一方、

教員相互の授業評価への取組が一番少ない(30％)。

．効果の検証に関する回答においては、全体的な検証内容の傾向としては、学生に２

よる授業評価が一番多く(75％)、新任教員研修は少ない(15％)。

（４）専任教員の学位保有状況

＜概要＞

１．全体の学位保有割合は、博士が一番多く(46.5%)、次に修士(25%)、学士(23%)

． 、 、 、 、２ 分野別では 博士の割合が一番高いのが 公衆衛生(81.2%) 次に臨床心理(48.8%)

ビジネス・MOT(48.7%)、一方一番低いのが、知的財産(15.4%)。

〔分野別の専任教員に占める実務家教員の割合〕

ﾋﾞｼﾞﾈｽ･MOT 博士48.7% 修士25.5% 専門職2.0% 学士18.4% その他5.4%

会計 博士38.5% 修士28.7% 専門職0 % 学士30.4% その他2.4%

公共政策 博士43.1% 修士17.7% 専門職0 % 学士33.1% その他6.2%

公衆衛生 博士81.2% 修士 7.2% 専門職0 % 学士 7.2% その他4.3%

知的財産 博士15.4% 修士46.2% 専門職0 % 学士30.8% その他7.7%

臨床心理 博士48.8% 修士39.0% 専門職0 % 学士12.2% その他0 %

その他 博士45.9% 修士23.6% 専門職2.1% 学士24.8% その他3.7%

５．修了後の接続のための取組状況

（１）修了者の進路における課題等

＜概要＞

１．各分野とも修了後の進路における課題があるが、その内容は分野に応じて多岐。

２．全体的な傾向としては、学部卒業者や留学生の就職について課題あり。

３．また、資格と直結しない分野は、就職活動や社会人学生の職場復帰において優遇

されない、進路先への教育内容のアピールが課題、専門職大学院で学んだ内容が企

業で直接役立ちにくい、ある年齢を超えると大学院新卒としてではなく、中途入社

扱いとなる等、資格と直結する分野は、試験に合格しても就職が難しい、試験勉強
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等のケアが課題等。

〔分野別の概要〕

〔ﾋﾞｼﾞﾈｽ･MOT〕

海外インターンシップの受入企業の開拓が必要、新卒者の就職活動や社会人学

生の職場復帰において優遇された事例はない、企業を退職してきた者の就職が芳

しくない、外国人留学生等の就職先の開拓が必要、米国と比べＭＢＡの評価が高

くない、有職社会人の受入がほとんどであり課題は特にない等。

〔会計〕

会計大学院の修了がなくとも公認会計士試験の受験が可能なため、会計大学院

の学修を進路に活かすことが困難、修了後数年経っても合格できない修了生への

対応が課題、試験合格者の監査法人への就職が困難なため企業や自治体への就職

を増やすことが課題等

〔公共政策〕

大学院での授業の履修と国家公務員試験の両立が予想以上に困難、官庁等から

の派遣者は多いが、新たに公務員に就職する者は少数、有職社会人の受入がほと

んどであり課題は特にない等

〔公衆衛生〕

進路先が多岐（大学、医療経営・管理、シンクタンク、医療機関、医療系団体、

行政等）にわたっているため教育に対するニーズが多様等

〔知的財産〕

弁理士試験一部免除資格を得るに必要な科目に受講者が集まる傾向のため、高

度専門職業人教育の内容とのバランス良い履修が課題等

〔臨床心理〕

臨床心理士の資格取得は、実質的に修了後１年となるため、その間は常勤職と

ならない場合が多く、修了と同時の常勤職の確保が課題等

〔その他〕

近年増加している留学生や新卒者への対応が課題、産業規模が大きくないため

新しい進路を見つけることが課題等

＜修了者の進路の状況＞

１．修了者の進路について、全体では、就職が７１．６％で一番高く、進学は２．２

％。

． 、 、 、２ 分野別で就職の割合が一番高いのは 知的財産(88.5%)で 次に公共政策(85.3%)

臨床心理(84.7%)。

３．修了者の内訳別(学部新卒、社会人、留学生別)の状況は、①学部新卒者の就職

５５．８％、進学１．７％、②社会人の就職８５．３％、進学２．０％、③留学生の

就職６４．８％、進学６．９％

〔分野別の進路の割合〕

ﾋﾞｼﾞﾈｽ･MOT 就職７９．７％ 進学 １．５％ その他１８．８％

会計 就職４２．３％ 進学 １．１％ その他５６．６％

公共政策 就職８５．３％ 進学 ３．３％ その他１１．４％

公衆衛生 就職５７．５％ 進学１８．８％ その他２３．８％

知的財産 就職８８．５％ 進学 ０．７％ その他１０．８％

臨床心理 就職８４．７％ 進学 ５．９％ その他 ９．４％

その他 就職８１．２％ 進学 １．９％ その他１６．９％
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（２）修了者の就職先企業等による学生評価の活用

＜概要＞

１．企業の学生評価等を活用しているとの回答が２割程度であり、各分野における修

了生の就職先企業等の情報収集とその結果の活用が不十分と推察。

２．取組の傾向としては、就職先へのアンケートを実施し、その結果をカリキュラム

やＦＤ研修等に活用。

〔分野別の概要〕

〔ﾋﾞｼﾞﾈｽ･MOT〕

企業へのアンケート結果をカリキュラムに反映、企業との懇談会を開催し教育

課程への意見を聴取等

〔会計〕

監査法人へのアンケートの実施や訪問により得た内容を研究科内で検討等

〔公衆衛生〕

定期的に修了生や就職先との意見交換を行い点検・評価に反映等

〔臨床心理〕

就職先へのアンケート結果をもとにＦＤ研修を実施

〔その他〕

修了生へのアンケート結果を教育や授業の改善に活用、就職先へのアンケート

結果について情報共有を図り教育の改善に活用等

（３）博士課程進学希望者に対する教育・指導等

＜概要＞

１．各分野とも博士課程進学希望者がいた場合は、修士論文相当のレポート作成や課

題研究等の指導が進学希望者に対する指導を実施。

〔分野別の概要〕

〔ﾋﾞｼﾞﾈｽ･MOT〕

博士課程への進学を希望する社会人が毎年１割程度おり年々増加、修士論文相

当のレポートの作成を指導、研究成果を学会活動等で公表等

〔会計〕

修士論文相当のレポートの作成を指導等

〔公共政策〕

修士論文相当のレポートの作成を指導等

〔公衆衛生〕

修士論文相当のレポートの作成を指導、課題研究等の指導等

〔知的財産〕

不足知識の補充指導

〔臨床心理〕

修士論文相当のレポートの作成を指導、博士課程での研究テーマの設定と研究

方法の指導等

〔その他〕

修士論文相当のレポートの作成を指導、博士前期課程との合同授業等
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６．認証評価の状況

（１）認証評価機関の設立状況

＜概要＞

１．専門職大学院における分野別評価の状況については、既に１２９専攻(70％)〔法

科、経営、会計、助産、臨床心理〕に認証評価機関が設立され、他の専攻において

、 〔 、 、も 現在中央教育審議会において審査中の分野が４１専攻(22％) 教職 学校教育

情報、創造技術、組込み技術、原子力、公共政策、ファッション･ビジネス 。〕

２．これ以外の分野においても、１２専攻(7％)〔公衆衛生、知的財産等〕において

。 、 （ ）、認証評価機関の設立に向けて検討中 １２専攻の開設年度は １５年度 ２専攻

（ ）、 （ ）、 （ ）、 （ ）、１６年度 ３専攻 １７年度 ２専攻 １８年度 １専攻 １９年度 １専攻

２０年度（２専攻 、２１年度（１専攻）となっており、うち１７年度までの７専）

攻については、今年度までに５年以内を迎えるため、自己点検及び評価結果の外部

検証（特例措置）をすでに実施。

７．広報及び情報提供

＜入学者選抜の状況の公開＞

１．HPや広報誌等による情報公開の状況について、全体では、入学定員９４％、志願

者数４６．４％、受験者数２９．８％、合格者数４２．９％、入学者数３８．１％、

修了者数３２．１％。

２．分野別では、

会計、知的財産、臨床心理が一番高く(100%)、公衆衛生が一番低い(66.7%)入学定員は、

志願者数は、知的財産が一番高く(100%)、その他が一番低い(11.8%)

受験者数は、知的財産が一番高く(50%)、その他が一番低い(11.8%)

合格者数は、公共政策が一番高く(63%)、その他が一番低い(17.6%)

入学者数は、公衆衛生が一番高く(66.7%)、知的財産が一番低い(0%)

修了者数は、公共政策が一番高く(63%)、その他が一番低い(11.8%)

〔分野別の割合〕

ﾋﾞｼﾞﾈｽ･MOT 入学定員96.9% 志願者数46.9% 受験者数31.3%

合格者数40.6% 入学者数 50% 修了者数37.5%

会計 入学定員100% 志願者数64.7% 受験者数47.1%

合格者数58.8% 入学者数29.4% 修了者数29.4%

公共政策 入学定員75% 志願者数63% 受験者数12.5%

合格者数63% 入学者数25% 修了者数63%

公衆衛生 入学定員66.7% 志願者数33.3% 受験者数33%

合格者数33.3% 入学者数66.7% 修了者数33.3%

知的財産 入学定員100% 志願者数100% 受験者数50%

合格者数50% 入学者数0% 修了者数50%

臨床心理 入学定員100% 志願者数60% 受験者数40%

合格者数60% 入学者数60% 修了者数20%

その他 入学定員94.1% 志願者数11.8% 受験者数11.8%

合格者数17.6% 入学者数23.5% 修了者数11.8%


